
 

平成 16 年度 教教育育のの情情報報化化フフォォーーララムム 

開催要項 
 

開催日●平成 16 年６月 11 日（金）～12 日（土） 

会 場●武庫川女子大学 兵庫県西宮市池開町 6－46 TEL:0798-45-3531（情報教育研究センター） 

 

主 催●社団法人 私立大学情報教育協会 

後 援●文部科学省 

開 催 趣 旨●ファカルティ・ディベロップメントを充実向上させるための教育の情報化についての教育方法、

教育支援、教材の開発、ネットワーク環境の在り方など喫緊の問題に関して、課題提起を踏まえて

テーマ別に討議を行い、対応策を模索する。 

 
参加対象  大学・短期大学の教職員（全国の国公私立）、賛助会員 

参 加 費                    ６月 11 日（金） ６月 12 日（土） 

           加盟大学・短期大学・賛助会員 11,000 円(税込)   9,450 円(税込) 

           非加盟大学・短期大学     16,500 円(税込)  14,700 円(税込) 

＊当協会加盟については右の Web サイトで確認ください  http://www.juce.jp/LINK/kaiin/univ2.htm 
申込方法  別紙「参加申込用紙」に記入の上、郵送または FAX にて送付下さい。 

申込締切  ５月 31 日（月） 

参加費振込 ＜キャンパスや部署で一括申込みの場合＞ 

参加費振込もできるだけ一括し、振込依頼人名には大学名の他にキャンパス名もしくは部署名を入れて下さい。 

＜個人申込みの場合＞ 

参加費の振込依頼人名には、大学名と氏名を両方入れて下さい。 
 

振込先： りそな銀行 市ヶ谷支店 普通口座 ００５４４０９ 

(ｼｬ)ｼｼﾞｮｳｷｮｳ 

名義人 （社）私情協 

千代田区九段北 4-1-14 No.1 山崎ビル 4F TEL:03-3261-2798 

＊できるだけ５月 28 日（金）までに入金ください。 

＊振込手数料は申込者各自で負担願います。 

＊６月９日（水）までのキャンセルについては参加費を返金いたします。それ以降のキャンセルについては資

料代を請求させていただき、後日資料を郵送いたしますので、あらかじめご了承ください。 

申込み後  (1)当方からの申込み確認（ハガキ送付等）はいたしません。FAX にて送付の場合は、電話にて着信確認をして

ください。当日は会場受付へお越しの上、名札と資料をお取りください。 
(2)テーマ別自由討議のレジュメを当協会ホームページへ事前に掲載します。申込締切以降、参加者宛に電子メ

ールで掲載場所をお知らせしますので、ご覧の上、参加ください。また、より活発な討議となるよう、参加者

からの意見（討議希望内容）や課題提起者への質問を事前に受け付けます。レジュメ掲載連絡と併せて宛先を

お知らせしますので、ぜひご協力願います。 

送付・問い合わせ先 

社団法人私立大学情報教育協会 事務局 

〒102-0073 東京都千代田区九段北 4-1-14 No.1 山崎ビル 4F 

TEL:03-3261-2798 FAX:03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp（申込みは電子メールでは受付けません。） 
＜開催要項・申込用紙掲載＞ http://www.juce.jp/LINK/news/news2.htm 



プ ロ グ ラ ム 
 

６月１１日（金） 
 

13:30 開会 

開会挨拶   戸高 敏之 会長（社団法人 私立大学情報教育協会） 

会場校挨拶  山本 俊治 氏  （武庫川女子大学学長） 

運営委員紹介 

講師紹介 

 

13:45 基 調 講 演 

「教育のオープン化と質の高い授業の実現－米国ＭＩＴの事例をふまえて－」 
講師：宮川   繁 氏 （Professor of Linguistics Massachusetts Institute of Technology） 

 今、大学の教育改革が叫ばれ、その評価が求められているが、最大の関心事は教育の効果の問題である。しかし、この問題へ

の取り組みは複雑で一様ではない。教員一人ひとりの情熱はもとより、大学全体のポリシーや教育を支援する仕組み作りを組織

的に行い、学生の能力に応じた教育環境を整えていくことが不可欠である。それには一大学にとどまらず、他大学や社会と連携

した授業づくりとネットワーク上で協同化できる環境が不可欠となる。とりわけ、教材を公開し、他者の意見を取り入れること

により、通用性のある質の高い授業が実現されることになる。 
米国 MIT における一つの試みとしての「OpenCourseWare」は、日米両国における様々な違いはあるものの、教員の教育へ

の姿勢に学ぶところが多く、これからの教育には、教員一人ひとりの教育への意識改革が重要である。 
本講演では、以上のようなことを踏まえて教育と IT について考える場としたい。 

 

14：55 私情協活動報告 
 

15：30 テーマ別自由討議（４テーマ同時に実施。途中 10 分休憩） 
 

Ａ 大学におけるセキュリティ・マネジメントのありかた 
課題提起者：後藤 邦夫氏（南山大学数理情報学部教授） 

大宮 則彦氏（南山大学教育・研究支援事務室長） 
 魅力ある大学に向けて教育情報や学習支援情報など様々な情報の提供を求められている今日、各部局の情報資産に対する機密

性、安全性、可用性などを考慮したセキュリティポリシーを定め、運用することが避けられない状況となってきている。たとえ

ば、教務情報や学生情報など、個人情報に関わる情報の取り扱いや不正侵入（不当アクセス）の予防への各教職員の対応などに

ついて定めておく必要があろう。 
 本分科会では、教務関連業務について ISMS の認証を早々と受けた南山大学の運用・構築事例をもとに、ポリシーの物理的、

人的な対象範囲、監査体制、既存の各種規約の見直しなどについて議論する。 
＜キーワード＞ 情報セキュリティポリシー、情報セキュリティマネジメント、ネットワーク運用管理、コンテンツ管理、不正アクセス 

 

Ｂ e-Learning の実践（１）－対面授業と e-Learning との協調的な教育事例－ 
課題提起者：杉山 伸也氏（慶應義塾大学 ITC 所長・経済学部教授） 

加藤  潔氏（工学院大学情報科学研究教育センター所長・工学部教授） 
e-Learning 活用の実践例として、慶應義塾大学からはグループ討論を円滑かつ活発化させるための予備学習を Web で実現し

ている事例を、また、工学院大学からは実験に入る前に予備学習用の教材を Web で提供し、授業運営を効化的に進めている事

例を紹介する。 
当分科会では、文系・理系における対面授業と e-Learning との協調的な教育事例を通じて、e-Learning の導入が有用な枠組

み・手法・領域などを解明する手掛かりについて討議したい。 
＜キーワード＞ 講義資料・予備知識、実験・演習説明、予習、対面授業 
 

Ｃ 教育支援のための新しい体制づくり－電子教材作成の支援組織－ 
課題提起者：梶川 裕司氏（京都外国語大学マルチメディア教育研究センター副センター長） 

村上 正行氏（京都外国語大学マルチメディア教育研究センター講師） 
宮川 裕之氏（文教大学湘南情報センター長・情報学部教授） 
寺田 靖男氏（文教大学湘南情報センター情報処理課長） 

効果的な授業および学生の主体的学習を展開する上で、教材の電子化は今や必要不可欠な存在になってきた。ところが、現実

は個々の教員の自助努力に負うところが多く、教材コンテンツの作成やそのデータベース化が多大な負担となっている。今後、

教材の電子化を促進するためには、支援体制の確立や専門家集団の育成、アウトソーシングの活用など、大学としての支援環境

の整備が早急に求められている。 
本分科会では、先進的な取り組みを展開中の京都外国語大学と文教大学から事例を紹介していただきながら、今後の支援環境

の在り方について討議を深めていきたい。  
＜キーワード＞ 教材の電子化促進、支援組織・体制、アウトソーシング、人材育成 

 

Ｄ 2006 年に向けた高大情報教育の連携－高校で教えることと大学で教えること－ 
課題提起者：一瀬 益夫氏（東京経済大学経営学部教授） 

小泉 力一氏（東京都立墨田川高等学校数学科教諭） 
大学が取り組む教育課題の一つに、他大学・他学部との連携、さらに社会（企業など）との教育の連携があるが、高校と大学



との間でも、２００３年度から開始された高校での情報教育を始めとして、他教科でも教育連携が積極的に進められつつある。 
そこで、本分科会では、２００３年度に情報教育を受けた学生が大学に入学してくる２００６年度以降の情報教育のあり方（２

００６年問題）に焦点をあわせながら、東京経済大学と都立墨田川高等学校で取り組んでいる事例の紹介を受けつつ、今後の「高

大連携」について、その方向性などについて討議を進める。 
＜キーワード＞ 高大連携、情報教育プログラム、2006 年問題、高等教育改革、授業公開 

 

18：30 懇 親 会 （19：30 終了予定） 
 
 

６月１２日（土） 
 

10:00 テーマ別自由討議（４テーマ同時に実施。途中 10 分休憩） 
 

Ｅ 著作権侵害・ネットワーク犯罪の防止のためのユーザ教育 
課題提起者：福森 幸久氏（産能大学情報管理課長） 

赤井 敏夫氏（神戸学院大学人文学部教授） 
著作権侵害やネットワーク犯罪の防止に関して教育・研究機関としての大学の対応が厳しく問われる時代になっている。しか

し、ネットワーク技術による防止策には限界があり、行き着くところは「ユーザへの情報倫理教育」に頼るしかないというのが

多くの大学の実情である。 
本分科会では、ユニークなライセンス制を導入してセンター主導のユーザ教育を実施している産能大学の例、および神戸学院

大学におけるいくつかの事例についてユーザ教育の観点から報告していただき、参加者とともに議論を深めたい。 
＜キーワード＞ 著作権侵害、知的所有権、ネットワーク犯罪、情報倫理、ユーザ教育、ネットワーク利用環境 
 

Ｆ e-Learning の実践（２）－自学自習のための e-Learning のあり方を考える― 
  課題提起者：児島 完二氏（名古屋学院大学経済学部助教授） 

高橋 公生氏（名古屋学院大学情報教育センター主任） 
堀田 博史氏（園田学園女子大学国際文化学部助教授） 

 e-Learning 活用の実践例として、名古屋学院大学からは小テストなど、授業の理解度を常に把握し、理解度に応じた個人指

導が可能となる自学自習システムの事例を、また、園田学園女子大学からは、対面授業によらず e-Learning のみで単位を修得

するシステムの可能性と限界について紹介いただく。 
 本分科会では、以上の事例を踏まえ、自学自習のための e-Learning の今後の方向性等について討議を深めたい。 
<キーワード> 自学自習システム、教育支援システム、成績評価、学習履歴、e-Learning の効果 
 

Ｇ 意見発表を中心とした学生参加型の教育システムと新しい成績評価の試み 
課題提起者：安藤 弘明氏（甲南大学理工学部教授） 

森田  彦氏（札幌学院大学社会情報学部教授） 
授業の難しさは、いかに学生を出席させ、学習意欲を高めるかということである。これは周知の事実であるが、なかなか実現

は困難である。特に多人数の講義では学生は受け身になりがちで、双方向での対話も物理的に困難であると言われている。 
そこで、本分科会では、授業（座学）の理解度をより高めるために、ネットワーク上に学生の意見発表・意見交換の場を設け

ることにより、学生が、自ら考え、発言するように工夫している教育事例を紹介する。学生の理解度をその都度把握・評価し、

学習への動機付けに効果を上げている甲南大学と札幌学院大学の事例を踏まえて、学生参加型の新しい教育方法と成績評価のあ

り方などについて、参加者とともに討議を深めたい。 
＜キーワード＞ 学習意欲、理解度、参加型授業、ナレッジマネジメント、教育効果 
 

Ｈ 教材のオープン化と大学間連携 
  課題提起者：中嶋 航一氏（帝塚山大学経済学部教授） 

堀 真寿美氏（帝塚山大学 TIES 教材開発室） 
根本  進氏（早稲田大学教務部情報企画課長・メディアネットワークセンター事務長） 
前野 譲二氏（早稲田大学メディアネットワークセンター講師） 

教育内容の通用性・高度化を通して、教育の質保証への取り組みが検討され始めている。それには、授業の担当者が、教育内

容を公開し、教材をはじめ授業運営のあり方などについて、他大学および社会の専門家から広く意見を取り入れ、改善をはかっ

ていくという自助努力が前提となる。本分科会では、そのような取り組みの一端としての事例を紹介する。 
 まず、特徴ある e-Learning システムを開発し、複数大学連携による教材共有システムを実践されている帝塚山大学から、そ

のしくみ、実践、効果などを、また早稲田大学からは、e-Learning による大学連携の実験事例と本格実施に向けた構想を報告

していただき、今後の大学における連携のありかたについて参加者とともに討議したい。 
＜キーワード＞ 大学連携、教材のオープン化、コンテンツ共有と蓄積、共同授業、コミュニティ 

 

12:40 昼 食（会場にて用意いたします） 

 

13:10 キャンパス見学 （14 時頃終了予定） 

 

「平成 16 年度 短期大学部門検討会議」も開催します！！ 
６月１２日（土）13：30～17：00（会場：武庫川女子大学） 

詳細は開催要項をご覧ください → http://www.juce.jp/LINK/news/news2.htm 


